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【柴 田総務研究官〕今井先生 には 、昨年度 に科学技術政策研究所が実施 した 「科 学技術 が人間 ・社
会 に及ぼす影響 に関す る調査 」の委員 として 、貴重 なご意見をいただ きまことにあ りが とうござい
ま した 。
まず 、先生は医師 とともに登 山家でもい らっ しゃるわけです が 、これまでの登 山のご経験 の中で 、
科学技術 にまつわる何 かお も しろいエ ピソー ドがあ りま した らお話 しいただけますで しょうか 。
【今井通子 氏】そうですね 、登山 と科学技 術 との関係 では 、まず は荷揚げ管理のための コ ンピ ュー
タの利用があげ られ ます 。大がか りな登山 には コンビニエ ンス ス トアの商品 と同 じくらいの種類の
物資や装備が必要で 、さらにそれ をい くつ かに分かれ たキ ャンプ に過不足 な く正 確 に荷 揚げす る こ
とが必要 なのですが 、 ドイツの登 山隊 ではすで にその管理 にコンピュー タを使 っていま した。私た
ちは 、1975年にネパ ール ヒマラヤ ・ダウラギ リに登 った際 に、日本で初 めて コンピ ュー タを使 うこ
とを計画 しました 。人 間が頭 を使 って管理す ると、寒 さのため に思考 力が鈍 って思わぬ ミスが 出て、
必要なものが足 りな くな ってベー スキ ャンプか らふ もとの町まで2週 間か けて買 い出 しに行か なけ
ればな らな くな った りす るわ けです 。つ ま り、前人未 到の 自然 の中に行 くため に、最先 端の科学技
術が必要 だ ったのです 。
また 、科学技術 と直接関係 があるわけではないのですが 、年代 によ って文明の利器 を どう利用す






間ろ うそ くの明か りだ けで過 ごす ことをまった く苦 に しないのです が 、10～20歳代の人 たちは電気
が あ って当た り前 の世 代ですか らね。ろうそ くだけでは耐 え られなか ったよ うです 。1979年に男性
16人を率 いてヒマラヤ を縦走 した時ですが 、大 きな発電器 を運 び込 んで電灯 をつ け、テープ レコー
ダーか らの音楽 を トラ ンシーバー を使 ってDJ風 に各キ ャンプ に流 した りしていま した 。それ を外
国の登 山隊 にも傍受 され、ひやか され るや ら喜 ばれるや らしま した。
【柴田】先生 はチ ョモ ランマ(エ ベ レス ト)に2回 チ ャレンジ され ていますが 、チ ャレ ンジす る際
に 、それ までの ご経験 から科学技術の面で何か教訓 があ りま したか 。
【今井】 気象 フ ァックスを導入 した ことですね 。登 山では気象状況 をで きるだけ正確に把握す るこ
とが大切 なわ けですが 、特 に風はチ ョモラ ンマの上 の方で天気が悪 い と風速230mに もなる こと
が わか り、1983年と1985年に登 った時 には是非 気象 フ ァックス を持 ってい こうというこ とにな った
の です 。フ ァックスの受信機で性 能のいいのをいろいろ探 した のですが 、結局 日本 にはな くて 、 ド
イツ製で性能がよ くて コンパ ク トなものを見つけてそれを持 ってい きました 。ところで 、チ ョモラ
ンマ の気象 に関 しては 、ソ連 、イ ン ド、中国が 情報 を流 してい るのですが 、結果 的にイ ン ドの情報
が最 も正確だ った ことには驚 きま した。
【柴 田】 さて 、 「科学 技術が 人間 ・社会 に及ぼす影響 に関する調査」の結 果の一 つ として 、科学技
術 に対す る国民の意識 が 、これまでの利便性の追求か ら、将来 は環境問題 の解決 、医療 、福祉 など
安全 ・安 心の追 求へ と変化 している ことがわか りま した。この結果 について どのようにお考 えです
か 。
【今井 】 この結 果はこれで意 味あ りますが 、そ もそ も 日本人は科学技術 と人間 との関わ りの基本 を
忘れてい ます 。つま り、科学技術 と人間との関係 を考 える際 に 、 「社会 の中の人間」 という視点の
みで考え 、 「動物 としての人 間」 という視点がぬけて いるとい うことです 。言い替 えれば 、あ る科
学技術 の機 能を動物 と して享受 していいのか どうか とい う判断 がま った くできて いない とい うこと
です 。
〔柴 田】具体的 にはどのようなこ となので しょうか 。
【今井 】欧 州で はか な り進んでい るのです が 、 日本では人間を動物 として 見る研究 一生 理学 と言 っ
て もいいで しょうが 一が進んでい ないとい うことです ね 。日本 では 「医療」は高度 に発達 している
けれ ども、 「医学」は ま った くと言 っていいほ ど発達 していませ ん。
【柴 田】人間そ のもの に関す る研究 を進めてい くとい うことですね 。
【今井】科学技術が人体 に及ぼす影響を解 明す る研究 を進め るべ きということ。科学技 術はそ もそ
も人間のため というこ とが原点な のだか ら、利 便性 な ど様 々な機能 とともに、人体 に対す る安 全性
が必ずセ ッ トになっていなければ ならないのだ と思い ます 。
【柴田】 「科学 技術が人間 ・社会 に及ぼす影響 に関す る調査」の結 果で も、国民はテク ノス トレス、
人間の能力低下な ど科 学技術 が人間 に及ぼす影響 の問題 をかな り強 く指摘 していますが 、解 明すべ
き人体 に及ぼす影響 には どのよ うな ものが ある とお考 えですか 。
〔今井〕化学物 質 と電 磁波が 人体 に及ぼす影響が あげ られ ます 。この2つ をなるべ く取 り去 った環
境をつ くる方向 を考えるべ きです ね 。キ ュ一一バ で奇病が発生 し、派 遣 され た米 国の医師団 も原因 を
究明する ことが で きなか った と伝 え られ ま したが 、 日本の学者 は化 学物質が原因で はな いか と言 っ
てい ます 。化学物質過敏症 と言い ますが 、食品添加物だけでな く、熱をも ったときに電気の コンセ






社 は省エ ネルギーのた めに電気を こまめに消せ と言いますが 、私 は安全の ため に電気を こまめ に消
せ と言いたいですね 。
【柴 田】国民の方々はそのよ うな ことを知 って いるの で しょうか 。
【今井 】何 とな くわか り始めているようですが 、まだ まだです 。生理学 を若い うちか ら教育 して も
いいのではないか と思 い ます 。
【柴 田】国の規制や企業 のモ ラル でそのよ うな ことにかな り対応 で きているので はないですか 。
【今井 】先 ほど も生理学が 日本で はあ ま り発達 していない と申 し上 げたの ですが 、生理学者が冷遇
され ているため に生理学が発達せず 、結果 として国の規制や企業活動 に生理学の知見が あま り活か
されてい ない と思い ます 。国や企 業など科学技 術を進 める側 に、生理学者が入 った審議 会のよ うな
ものを設置 して 、公正 な第三 者機 関 として機能 させて もいいので はないで しょうか 。
【柴田】国民の間で も、安全性 を求 めて ミネ ラル水や浄水器が売れた りしているよ うで すが 、どこ
までやれば安全 か とい った基準が 明確では ない ので しょうね 。
【今井 】確かに明確 な基準 はないですね 。国民 の側か ら、社会 的な権利 とい う意味の人権で はな く、
動 物 としての生理的 な安全性 を求め る権利 一動物権 とで も言 いま しょうか 一を主張 し、専門家がそ
の声に答 えて研究 を進 めて基準を 明らか に してい くとい うことになると思 います。
【柴 田】 そうい った研究はやは り国が主体 とな ってい くべ きなので しょうね 。
【今井】安全のための研究は 、なかなか商業ベ ースにな らないので 、どう して も国が主 体 とな らざ
るを得な い面がある と思い ます 。 しか し、 ここ まで科学技術を発達 させた人間な ら、科 学技術 が人
体 に影響 を与 える ことを防 ぐこと一防具 をつけ ると言 って もいいで しょう一も簡単 にで きるはず 。
今後は 、そ うい った防 具 に国民が 高い価値 を付 けるよ うな社会 的雰 囲気を国が醸成 して い くこ とが
大切で 、利便性 など何 かの機能 には必ず安全性がセ ッ トされている技術で なけれ ば売れ ないとい う
雰 囲気になれば 、企業 も自然 とそ れを志向 した製品を産み出す ようになる。
【柴 田】そ うい った社会的雰囲気 を醸成す るのは 、や は り教育 の問題 なので しょうか 。
【今井】最近で は無農薬野菜な どがかな り売 れるよ うにな って いますが 、残念なが ら、人間は 目に
見 えるもの、[コに入れ るもの には配慮がで きるが 、化学物質や電磁波な ど 目に見えない もの には配
慮す ることがで きない 。 したが って 、確か に教育 の問題 と言 って しまえばそれまでなのですが 、そ
れ らが人体 に与 える影 響 に関する科学 的な事実 を国民 に提供 し、浸透 させ れば、健康で いたい、長
生 き したい とい うインセ ンテ ィブが働 き、商業ベース にのる と思い ます 。
【柴田】 さきほ ど、生理学 は 日本 ではあ ま り進 んでいないが 、欧 州ではか な り進 んでい る とのお話
があ りま した。私 どもの技術予測調査の一つの課題 に、高齢者 ・身 障者の ための看護ロ ボ ッ トとい
うものが あ りま して、その技術 に対する重要性 を日独 の専門家 に聞 いてみ ると、日本は高 く、 ドイ
ツでは低 く評価 してい ます 。こうい った ところ にも人間を大切 にす る欧州の考え方が出ているよ う
です 。
【今井】 ドイツでは最 近 、高層ビルを減 らして 低いビル を増や して るよ うですが 、これ は景観 のた
めではな くて 、高い ところ に住 む ことによる人体への影響 を抑えよ うとす る ことが 目的 のようです 。
大深度地 下の利 用が注 目され てい ますが 、 日本 の役所ではオフ ィスや住宅 も地下 につ くるこ とを考
えています。私 は 、地 下の利用 はあ くまで も交通網の整備や 自動化 された工場の建設の ためだ けに
すべ きで 、そもそ も人 間が長 い時 間地下 にいる とい うことは 自然の摂理 に反 してお り、人体 に悪 い
影響があ る と考 えています 。確か に人類が平和 に生存 してい くためには科学技術 による ところが非
常に大 きいのですが 、どこか よ り先 には動 物 と して許 されない部分があ るはずなのです 。
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【柴田】 ところで 、政府 では生活 者重視 を大 きな政策方針 としてい ます 。生活者重視の科学技術政
策 に関 してお考えの ことはあ ります か。
【今井】そ うですね 。一つの例 をあげます と、 日本では 自動皿 洗い機はあ まり普及 して いませ ん。
それは 、日本では皿 の種類が 多いため、洗 うの と同様 に皿を しまうこともかな り大変 なわ けです 。
したが って 、システム として 、洗 うところか ら しまうところ までをすべ て 自動で で きて初 めて いい
もの と言え るわけです ね 。このよ うに、家事の ための機械 といえ ども、男性の視 点で作 られて いて 、
女性の視 点 とい うか主 婦の視点 で作 られて いな い。生活者重視 の科学技術 政策 とい うものは、やは
り女性 、主婦 の視点で考えてい くべ きで はないか と思 います 。
【柴 田】本 日は 、たいへん有意義 なお話 をお聞かせいただ きま して 、あ りが とうございま した 。
(メモ)今 井 通子(い まい みち こ)
主 な登山歴
1967年ヨー ロッパ。アルフ。ス・マッターホルン北壁 に登頂
1971年回グランドジ ョラス北壁 に登頂(女 性 として世 界初 の欧州三大北壁完登者 となる)
1975年ネハ。一ルヒマラヤ・ダ ウラギリに登頂
1985年チョモランマ(エベ レスト)峰に遠征 。8,450mで断念す るも、冬季 世界最 高到達地点 を記録
1989年キリマンジャロ登頂 後 、山頂 よ りハ。ラグライダ 飛ー 行 に成功
現在 、東京女 子医科 大学 付属病院泌尿器科非常勤講 師
日本泌 尿器科学会 専門医 ・指導医
(株)ル・ベル ソー代表取締 役社長
1.最 近 の 動 き/CurrentTopics




柳 宇植(大 韓 民 国科 学 技 術 処 人 力 開 発担 当 宮室)
Prof.LarryJ.Leblanc(アメ リカ ヴ ァン ダー ビ ル ト大 学教 授)
Prof.DonWilliams(オー ス トラ リア科 学 技 術 諮 問 委 員 会 議 長)
Mr.YanRianto(イン ドネ シア 科学 研 究 所)
○講演 会等/LecturesatNISTEP
生活 関連の科学技 術政策 にっいて、下記の通 り外部か ら有 識者等を招 聰 してセ ミナー を開催 し
た 。
11/30(水) 「経 済 ・生活 と技術 につ いて」
大 田 弘子(大 阪大学経済学部客員助教授)
大都市改 造等 の社会資本 の整備のあ り方 と、これ らに係 わる科学技術 をテ
ーマ とし、講演 と質疑が なされた 。
4
Il[.レポ ー ト紹 介/HighlightoftheNewReport
日本 の技術輸 出の実態(NISTEPReportNo.36)




我が国 と外国 との技 術貿易の実 態把握 は我が 国 と外 国 との技術上 の結びつ き及び我が国の技術の
国際的な波及の実態を把握す る上 で重要 な意義 を有 している。 しか しなが ら、従 来の技 術貿易統計
で は総括 的な数 字の集 計 に留 まってお り、技術貿易の実態 については 、不 明な点 が多か った 。技術
貿易の うち技術 輸入については当研究所 におい て毎年 「外国技 術導入の動向分析 」をと りまとめて
い るのに対 し、輸出について は具体 的な実態が必ず しも明らか にされていなか った 。
そ こで 、当研究所 では 「日本の技術輸 出 の実態(平 成4年 度)」 を 、技 術の 内容 、技術 の種類
(特許 ・ノウハ ウ等の 区分)、 契約形態 、相手先企業 との資本 関係 等 とい った項 目の詳細 につ いて
民 間企業 を対象 とす るア ンケー ト調査 を行 うこ とによ りとりま とめた 。本件調査 は、技術輸 出を質
的 な面 も含め把握 した最初の試みであ る。
2.調 査方法
①調査対象契約:平 成4年4月1日 以降平成5年3月31日 まで の1年 間 に締結 された新規の技
術 輸出契約
②調査 対象企 業:資 本金10億 円以上で 、研究 開発活動 を実施 している企業及び技術 貿易 と関連
のある 日本国 内の民間企業(1586社)
③調査 期間:平 成6年1月 ～平成6年2月
④ 回収 結果:回 答企業数812社(回 収率51、2%)
3.調 査結果
(1)技術輸 出の全般的動 向
①回答企業全体で は4社 に1社 の割 合(26.6%)で、平成4年 度 に新規 の技術輸出契約 を行っ
てお り、技術輸 出実施 企業が行 った技術 輸出件数 は平均3.3件 であ った 。これ を企業 の資
本金別 に見てみ ると、資本金規模が大 きくなるに従 って技術輸出を実施 している割合が高 く
1社あた りの平 均技術 輸出件数 も多 くな っている。資本金規模 については 、技術 輸出 を行う
場 合 、その前提 と して研究 開発 を行うだ けの資金 と渉外事務 をこなす事務体制が 必要な こと
か ら、このよ うな傾 向が表 れている と思 われ る。また 、1社 あた りの件数 は 、現 在の技術輸
出契約 は1件 の契約 の中に多数 の技術が含 まれ る、いわゆる技術包括契約 の形 を とる ことが
多い状況を鑑み る と妥 当な傾 向且つ数値であ ると思われる 。
②契約相手先 の企業 と資本関係があ る割合 は、全技術輸 出契約 の35.1%であ った。 これは 、わ
が 国の技術輸 出は資本 関係 のない企 業 との取引 を中心 に行われている ことを表 している。こ
の ことは 、技術輸 出を行 うか否かの決定 にあた って 、資本関係 の有無が さほど重要 な影響 を
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及ぼ して いない ことを示す もの と思 われる 。
③輸 出されている技術を 「電気」 、 「機械 」 、 「化学」 、 「金属」 、 「その他」の5分 野 に区
分 してみ ると、 「電気」分野29.2%、「機 械」分野23.5%、 「化学」分野19.4%、「その他」
分野16.9%、「金属」分野11.1%の順 とな り、比較的均等 に各分野か ら輸出 されている。ま
た 、技術分野ご とに輸 出 されている技術 を さらに詳 しくみ る と、電気分野では 「電子 ・通信
用部品」 、 「電子計算機」がそれぞ れ2割 を占め、機械分野では 「輸送用機械」 が6割 、化
学 分野では 「医薬品」が3割 、 「有機化学」 、 「油脂 ・塗料」が2割 を占めている。
④各分野 ごとに、輸 出されている地域 の特徴 を技術輸出全体の傾向 と比較検 討 してみ る と 「電
気」では 、アジ ア向けの輸 出の割合が高 く、ヨー ロ ッパ 向けの輸 出の割合 が低 い。 「化学」
分野では 、北 アメ リカ及び ヨーロ ッパ 向けの輸 出の割合が比較的高 く、ア ジア向けの輸 出の
割 合が低い とい った特徴が み られ る。
⑤契 約期 間は 、 「5年以上10年 未満」の契約が32.4%、「1年以上5年 未満」の契約が24.6
%で あ り、これ ら2っ で約6割 を占めて いた 。地域別にみる とアジアへ の輸 出は北 アメ リカ
及 び ヨー ロ ッパへ の輸 出に比べ 、比較的短期の契約 が占める割合が高 く、これ らは輸出 され
ている技術 の内容や各 国政府 による外国技術導入の政策 の違 いがあ る程度反映 されてい るも
の と考 え られ る。
⑥無償契約 の割合 は、全技術輸 出契約の6.8%、クロスライセ ンス契約 の割合 は7.2%であ った 。
地域別 にみ ると無償契約及び クロス ライセ ンス契約 の割合 とも北 アメ リカへの輸 出で高い割
合 を示 した。
⑦独 占権 を付与す る割合は全技術輸出契約 の37.3%、再実施権 を付与す る割合は10.4%であ っ
た 。これ らを地域別 にみ る と独 占権 を付与す る割合 はアジアへの輸 出においてや や高い もの
の 、あ ま り地域 によ る差は なか った 。一 方 、再実施権 を付与す る割合 は、アジアへの輸 出 に
お いて低 い値を示 した 。これは 、輸 出技 術の内容 、技術吸収力 ・応用力等の各国の事情 及び
技 術の開発 に要 した時 間や 投下 した資本等 を考慮 し、企業戦略上有利 と判 断 した場合に再実
施 権 を付与 してい るため と思われる 。
⑧特 許権を含む契約の割 合は全技術輸 出契約 の46.1%、ノウハ ウを含む割合は86.6%、商標 を
含 む割合 は20.1%であ り、ほ とんどの技術輸 出契約 にノウハ ウが含 まれている ことがわ か っ
た 。地域 別 にみる と、北アメ リカ及 び ヨーロ ッパ に比べ 、アジア地 域向けの輸出 で、特許 を
含 む割合が低い値を示す一 方 、ノウハ ウを含む割合は 、逆 に高い値 を示 している。これ らの
違 いは 、輸 出される技 術及 び形態 の違 い、輸 出相手国の技術基盤の違い等 を反映 している と
思 われる 。
⑨ 国 ・地域別 レベ ルで分析 を試み た結果 、アジア地域 内の国 ・地域ご とにも違 いが あ り、資本
関係 のある企業 への輸 出の割合 にっ いて は、韓国 ・中国 ・イ ン ドで低 く、マ レー シア ・タイ
で高 くな っていた。イニシ ャルペ イメ ン トを受領す る割 合は 、韓国 ・中国 ・イ ン ドで高 くマ
レー シア ・イ ン ドネシアで 低 くなってお り、ラ ンニ ング ロイヤルテ ィを受領す る割合 につ い
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ては 、中国 にお いて低 い値 を示 していた 。このよ うに、アジ ア地域 の国 ・地域 とい って も必
ず しも同様 の傾 向ではな く、国 ・地域それぞれの事情や政 策等 によ り技術輸 出の あ り方が大
きく異 なる ことを示 してい る。
(2)技術輸 出 と技術輸入 の比較
今回の調査結果と当研究所の 「外国技術導入の動向分析」の平成4年度版(科学技術政策研究
所調査研究資料No.37)による技術輸入との比較を行い、以下の結果を得た。
技術輸出では 、 「電気」 、 「機械」 、 「化学」 、 「金属」等 の各技術分野か ら比較的均等 に
また各 技術分野 に関連 の深い産業が輸 出 しているのに対 し、技術輸入では 「電気」 分野の輸 入
が約 三分の二以上 を占め 、 「電気」 分野の技術 に集中 してい る。これは 、技 術輸入 では 「電子
計算機」関連の技 術の中のソフ トウエ アの割合が多い ことによ る。全技術 貿易契約 件数の うち
ソフ トウエアを含 む契約 の割 合をみ ると、技術輸出では4.4%であるの に対 し技術輸 入では実 に
42.8%にも及 んで いる。 このデー タは 、資本金10億 円以 上の企業 を抽 出 して比較 したものだ
が 、資本金10億 円未満 の企業 の行 った技術輸入 を含めたわが 国全体 の技術輸入 にお けるソフ
トウエアの占める割合は50.3%に増加する ことか ら、技術 貿易全体 を見た場合 、技術輸 出 と技
術輸 入に占めるソフ トウエ アの割合の違い は、さらに大 きくなる と思 われ る。また 、輸入 して
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1備 考:
:・ 技術輸入は 「外国技術導入の動向分析(平成4隼 度)j<政 策研究所調査資料NO.37>!
|作 成の際のデータの内、資本金10億 円以上の企業の行った契約を抽出している。1
卜 表革の割舗 べ・契約の件数比!
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米国のイ ンキ ュベー ター 、サ イエ ンスパ ー クの現地調 査
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